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三井不動産グループの「2027 年３月期第 1 四半期決算」につきまして、詳細を説明いたします。 

 

当社 IR サイトに掲示してある 8 月 7 日付け「決算説明資料」に沿って説明してまいります。 

 

では、ここから「決算ハイライト」に沿ってご説明いたしますので、決算説明資料 3 ページをご覧ください。  
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上段の青いハコと数字の表に記載がありますように､当第１四半期の業績は､ 

前年同期の物件売却の反動等により営業収益・事業利益･経常利益･親会社株主に帰属する 

四半期純利益の全てにおいて減収減益となりました。 

 

一方で、分譲以外のセグメント別事業利益は、 

賃貸・マネジメント・施設営業ともに第１四半期の過去最高を更新しております。 

 

「賃貸」は国内外オフィスの収益・利益の伸長、国内外商業施設の売上伸長等により 

前年同期比で 60 億円増益の 517 億円となり、通期予想 1,800 億円に対する進捗率は 28.8％。 

 

「マネジメント」は運営管理受託件数増加、リハウス（個人向け仲介）の取引件数・単価向上等により 

前年同期比で 24 億円増益の 198 億円となり、通期予想 750 億円に対する進捗率は 26.5％。 

 

「施設営業」は国内ホテルの ADR 上昇、東京ドームの収益・利益の伸長等により、 

前年同期比で 6 億円増益の 150 億円となり、通期予想 450 億円に対する進捗率は 33.4％と、 

ともに 25％を超える水準で順調に推移しております。 
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政策保有株式の売却も進めており、「＆ INNOVATION 2030」 策定後の累計での縮減率が 

第一四半期時点で 50％弱と、目標の 50％縮減の達成まであと一歩の状況となりました。 

これらにより、過去最高を見込む通期予想の達成に向けて、 

営業収益は 22.0%、事業利益は 23.2％、経常利益は 28.4％、 

親会社株主に帰属する四半期純利益は 26.6%と、順調に進捗しております。 
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では、ここから詳細な決算の説明に入ります。 

決算説明資料の 63 ページに移りまして、まずは連結損益計算書です。 

 

繰り返しになりますが、当第 1 四半期は前年同期の物件売却の反動等により、 

営業収益は 6,169 億円、前年同期に比べて 1,853 億円、23.1%の減収、 

営業利益に持分法投資損益と固定資産売却損益を加えた事業利益は 1,045 億円、 

前年同期に比べて 831 億円、44.3%の減益、 

経常利益は 894 億円、前年同期に比べて 545 億円、37.9%の減益、 

親会社株主に帰属する四半期純利益は 758 億円、 

前年同期に比べて 484 億円、39.0%の減益となりました。 

 

次に、各セグメントの詳細の前に、先に営業外損益以下の項目について触れさせていただきます。  
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まず、営業外損益についてご説明いたします。 

 

「持分法投資損益」は、9 億円と前年同期に比べて 1 億円の減益となりました。 

これはアジアにおける分譲住宅の利益計上が進む一方で、 

主に昨年度に竣工した、米国賃貸住宅の竣工にともなう費用の増加等によるものです。 

 

「純金利負担」は 181 億円と、前年同期に比べて 5 億円の改善となりましたが、 

円貨の純金利負担は、国内で残高増加と金利上昇により増加した一方で、 

外貨の純金利負担は、海外での金利低下等により減少したことにより、 

第 1 四半期断面では改善しているものです。 

 

「その他営業外損益」については、 

主に昨年度対比で円安に振れたことによる為替差益の計上により、 

31 億円と、前年同期に比べて 16 億円の改善となりました。 

 

以上により、営業外損益全体ではマイナス 140 億円と、 

前年同期に比べて 20 億円の改善となりました。 

 

次に、特別損益について触れさせていただきます。 

表の右上の「特別損益」のハコの中に記載がありますように、 

当第 1 四半期の特別利益としては、全て投資有価証券の売却益であり、242 億円計上しています。 
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続きまして、セグメントの詳細について説明させていただきます。 

 

まず「賃貸」セグメントですが、決算説明資料 65 ページをご覧ください。 

ページ最上段に記載のとおり、当第 1 四半期の営業収益は 2,413 億円、事業利益は 517 億円。 

前年同期比で 153 億円の増収、60 億円の増益となっております。 

 

当第 1 四半期は、ニューヨークの「50 ハドソンヤード」の稼働率の向上などによる 

国内外オフィスにおける利益伸長に加え、昨年度に開業した愛知県の「三井アウトレットパーク岡崎」や 

台湾の「ららぽーと台北南港」、前年同期に第４期の増床を行った「三井アウトレットパーク木更津」など 

国内外商業施設の売上が伸長したこと等により、セグメント全体で、前年同期比で増収･増益となりました。 

 

なお、オフィスの空室率につきましては、ページ中段のハコをご覧ください。 

単体オフィス首都圏空室率は、テナント企業の入居進捗により６月末で 0.9％となり、 

引き続き低位で推移しています。また、オフィスの賃料改定交渉の状況につきましては、 

今期、契約更新協議をした首都圏の案件については、全件増賃合意できております。 

 

国内の「既存」商業施設の施設全体の売上は、前年同期比で 4.6％増加しており、順調に推移しています。  
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続いて、「分譲」セグメントにまいります。66 ページをご覧ください。 

 

ページ最上段に記載のとおり、「分譲」全体で言いますと、冒頭でも申し上げました通り、 

前年同期に多くの戸数を計上した都心・高額・大規模物件である「三田ガーデンヒルズ」や、 

固定資産の「大手町建物名古屋駅前ビル」の反動により、 

営業収益は前年同期比 2,085 億円の減収の 1,231 億円、 

事業利益は前年同期比 901 億円の減益の 345 億円となりました。 
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そのような中で、「国内住宅分譲」については、「三田ガーデンヒルズ」の残りの戸数の計上や、 

「パークコート恵比寿」等の計上により、営業収益 948 億円、営業利益 256 億円の計上となりました。 

なお、国内の新築マンション分譲の今期計上予定戸数 2,350 戸に対する契約進捗率は、 

6 月末時点で 83％となっています。 

 

戸当たり単価は、ページ中段のとおり中高層･戸建あわせて平均 1 億 1,896 万円となりました。 

 

前年に比べると低下していますが、引き続き高水準を維持していますし、 

記載はございませんが、国内住宅分譲全体の営業利益率は第１四半期時点では、 

都心・高額物件の計上があったこともあり、27.1％と非常に高い水準となりました。 

 

また、足元の販売は引き続き好調な状況が続いています。 

 

ページ下段の完成在庫の表に記載がありますように、当第 1 四半期の完成在庫は、 

中高層が 40 戸、戸建が 6 戸と、中高層と戸建を合計しても 46 戸となっており、 

引き続き過去最低水準の在庫数となっております。 
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続いて、「投資家向け･海外住宅分譲等」でございますが、ページ上段を再びご確認ください。 

 

営業収益は、昨年度は第１四半期に物流施設（MFLP）等の計上があったことの反動などにより、 

前年同期比 623 億円の減収の 283 億円、営業利益は 62 億円の減益の 58 億円となりました。 

 

持分法投資損益は、アジアの分譲住宅の利益進捗により 23 億円増益の 28 億円、 

固定資産売却損益は、前年同期に計上した「大手町建物名古屋駅前ビル」の反動により、 

前年同期比 263 億円の減益の１億円となり、これらを合算した事業利益ベースでは、 

前年同期比 302 億円減益の 88 億円となりました。 
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続いて、「マネジメント」セグメントにまいります。67 ページをご覧ください。 

 

ページ最上段をご覧ください。「マネジメント」全体で言いますと、 

当第 1 四半期の営業収益は 1,277 億円、事業利益は 198 億円。 

前年同期に比べて 76 億円の増収、24 億円の増益となりました。 

 

内訳ですが、まず、「プロパティマネジメント」については、 

営業収益 942 億円、事業利益 101 億円の計上となりました。 

前年同期に比べて 52 億円の増収、12 億円の増益となりました。 

主な要因は、三井不動産ビルマネジメント社等における運営管理受託件数の増加等によるものです。 

 

次に、「仲介･アセットマネジメント等」については、 

営業収益 334 億円、事業利益 97 億円の計上となりました。 

前年同期に比べて 24 億円の増収、11 億円の増益となりました。 

主な要因は、個人向け仲介における取引件数が 2％増加したことに加え、 

取引単価も引き続き向上したこと等によるものです。  
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続いて、「施設営業」セグメントにまいります。68 ページをご覧ください。 

 

「施設営業」全体の当第 1 四半期の営業収益は 659 億円、事業利益は 150 億円の計上となりました。 

前年同期に比べて 31 億円の増収、6 億円の増益となりました。 

 

こちらの要因は、ページ左側のコメントに記載ございますように、 

主に国内宿泊主体型ホテルが 85％と好調な稼働率を維持する中で、ADR が更に上昇したことや、 

東京ドームにおいてイベント関連収益が向上したこと等によるものです。 

 

続いて、「その他」セグメントですが、ページ下段をご覧ください。 

「その他」全体で言いますと、当第 1 四半期の営業収益は 586 億円、事業利益はマイナス 1 億円。 

前年同期に比べて 29 億円の減収、2 億円の減益となっております。 

主な要因は、新築請負における売上棟数の減少等によるものです。 
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続いて、参考として、「海外事業」をご説明しますので、69 ページをご覧ください。 

 

「海外事業利益」合計につきましては、当第 1 四半期は 147 億円となり、 

前年同期に比べて 21 億円の増益となっております。 

 

このうち、「賃貸」セグメントは、 

ニューヨークの「50 ハドソンヤード」の稼働率向上による米国オフィス収益の増加や、 

昨年度開業した台湾の「ららぽーと台北南港」をはじめとした商業施設における売上伸長等の影響により、 

前年同期に比べて 62 億円の増収、22 億円の増益となりました。 

 

「分譲」セグメントは、 

前年同期に計上した物件売却の反動等により 451 億円の減収、1 億円の減益となりました。 

 

「マネジメント･施設営業等」のセグメントは、 

ハワイのハレクラニホテルの稼働率・ADR の伸長などにより、 

前年同期に比べて 3 億円の増収、微増益となりました。 

 

なお、第１四半期時点での海外事業利益の比率は 14.1％となっております。  
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続きまして、BS の説明に移らせていただきます。70 ページをご覧ください。 

 

ページ左側、最下段に記載がありますが、当第 1 四半期の資産残高は 10 兆 3,414 億円となり、 

主に国内外の物件取得や建築工事費等により、前期末比で 2,379 億円の増加となりました。 

欄外記載のとおり、為替変動による影響は 516 億円となりました。 

 

右に目を移していただき、有利子負債残高は、主に国内外の物件取得費・建物工事費、配当金・法人税の 

支払い等の期中の資金需要により、前期末から 4,593 億円の増加の 5 兆 918 億円となりました。 

 

純資産は、期末配当の支払いや自己株式の取得等により、 

前期末から 371 億円の減少の３兆 3,476 億円となりました。 

 

以上により、当第１四半期末の D/E レシオは 1.57 倍、自己資本比率は 31.4%となりました。 
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主だった投資回収などの増減要因をお伝えしますので、71 ページをご覧ください。 

 

まず左上の表「販売用不動産」の残高ですが、2 兆 7,464 億円となり、 

前期末から 1,433 億円の増加となっております。 

 

内訳は、下の表に目を移していただき、 

新規投資が主に三井不動産と三井不動産レジデンシャルの投資進捗により 2,253 億円、 

原価回収が主に三井不動産レジデンシャルの分譲進捗により 788 億円、 

その他減価償却などの要素でマイナス 30 億円となりました。 

 

続いてページ左下、「有形・無形固定資産」の残高ですが、 

4 兆 7,004 億円となり、前期末から 213 億円の増加となっております。 

 

内訳は、下の表に目を移していただきまして、 

「新規投資」が、三井不動産における「三井リンクラボ柏の葉２」等への投資により、合計で 427 億円、 

その一方で、「減価償却」が 384 億円、「その他」として為替影響等により 170 億円の増加となりました。 
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以上、前期の物件売却の反動により減収減益が目立ってしまう決算となってはおりますが、 

主要４セグメントのうち賃貸・マネジメント・施設営業の３セグメントにおいて、 

第 1 四半期の過去最高を更新し、 

経常利益・純利益の進捗も 25％を超えているなど順調に進捗しています。 

更に、オフィスの増賃改定や商業施設の売上伸長の状況、 

分譲の契約・協議の進捗状況、ホテルの予約状況などファンダメンタルズも引き続き好調です。 

地政学リスクなど不確実性が高い中、国内外の金融・不動産環境の動向を注視しつつではありますが、 

今期末の事業利益・純利益の達成、および「＆ INNOVATION 2030」で掲げる KPI の達成に向け

て、 全社グループを挙げて鋭意推進してまいります。 

以上で、業績の説明を終わります。 


